
文教希斗学技術施策の進展●平成19年度の展望
、一―-

科
学
技
術
會
学
術
等
へ
の
寄

平
成
一
九
年
度
税
制
改
正
に
お
い
て
＼
文
部
科

学
省
関
係
で
は
、
次
の
よ
う
な
優
遇
措
置
が
請
じ

ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

教
育
、
文
化
、
ス
ポ
ー
ソ
、
科
学
技
術
＂
学
術

等
の
振
興
を
図
る
に
は
、
公
的
な
助
成
の
み
な
ら

ず
、
民
間
か
ら
の
寄
附
等
に
よ
る
支
援
を
促
進
し

て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。

我
が
国
に
お
い
て
は
、
特
に
個
人
か
ら
の
寄
付

自
体
が
欧
米
に
比
べ
極
め
て
低
い
水
準
に
あ
り
、

一
層
の
促
進
策
が
必
要
と
さ
れ
て
き
ま
し
た
。

こ
の
た
め
、
国
や
地
方
公
共
団
体
、
独
立
行
政

大
臣
官
房
政
策
課

法
人
、
国
立
大
学
法
人
、
公
立
大
学
法
人
、
学
校

法
人
お
よ
び
一
定
の
民
法
法
人
等
（
以
下
「
特
定

公
益
増
進
法
人
等
」
と
い
う
）
に
対
し
て
個
人
が

寄
附
を
行
っ
た
場
合
に
は
、
一
定
額
を
、
所
得
税

の
課
税
所
得
か
ら
控
除
す
る
こ
と
が
で
ぎ
る
「
寄

附
金
控
除
」
の
制
度
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

こ
の
寄
附
金
控
除
に
つ
い
て
は
、
平
成
一
八
年

度
税
制
改
正
に
お
い
て
、
適
用
下
限
額
が
一
万
円

か
ら
五

0
0
0
円
に
引
き
下
げ
ら
れ
ま
し
た
。
こ

れ
に
よ
り
、
特
定
公
鯰
増
進
法
人
等
に
対
す
る
寄

附
金
の
額
が
年
間
合
計
で
五

0
0
0
円
を
超
え
れ

ば
減
税
の
対
象
と
な
り
、
小
口
の
寄
附
が
大
き
く

促
進
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
す
。

さ
ら
に
、
平
成
一
九
年
度
税
制
改
正
に
お
い
て が

図 個人からの寄附金控除（所得税）のしくみ
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寄付金控除

一—
特定公益増進法人等（※）へ；涵附金霞―7.一5,000円‘

※教育、文化、スポーツ、科学技術・学術分野の対象法人については、文部科学省ホームページ

(http://www.mext.go.jp/a_menu/kaikei/zeisei/06051001. htm) をご参照ください。

その他、寄附金控除の詳細については、国税庁タックスアンサー (http://www.taxanswer.nta.go.

jp/index2.htm) をご参照ください。
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は
、
個
人
か
ら
の
大
口
の
寄
附
を
一
層
促
進
す
る

た
め
、
↓
所
得
の
三

0
％
ま
で
と
さ
れ
て
い
た
控
除

の
上
限
が
、
所
得
の
四
〇
％
ま
で
引
き
上
げ
ら
れ

る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

こ
れ
ら
の
優
遇
措
置
の
拡
充
に
よ
り
、
教
育
、

文
化
、
ス
ポ
ー
ツ
、
科
学
技
術
・
学
術
等
に
対
す

る
国
民
の
皆
様
方
の
寄
附
の
輪
が
一
層
広
が
る
こ

と
が
朗
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

幼
稚
圏
等
（
幼
稚
園
お
よ
び
特
別
支
援
学
校
の

幼
椎
部
を
い
う
）
に
つ
い
て
は
、
授
業
料
（
保
育

料
）
や
施
設
設
傭
費
等
は
消
費
税
が
非
諜
税
と
さ

れ
る
一
方
、
給
食
代
や
ス
ク
ー
ル
バ
ス
代
は
課
税

対
象
と
さ
れ
て
き
ま
し
た
。

し
か
し
、
食
育
の
重
要
性
の
高
ま
り
や
、
登
降

園
時
に
お
け
る
幼
児
の
安
全
確
保
の
必
要
性
の
高

ま
り
等
の
社
会
状
況
の
要
請
を
ふ
ま
え
、
給
食
や

ス
ク
ー
ル
バ
ス
に
よ
る
送
迎
を
幼
児
教
育
の
一
環

と
し
て
位
置
づ
け
る
通
知
（
平
成
一
九
年
一
月
一

九
日
文
部
科
学
省
初
等
中
等
教
育
局
幼
児
教
育
課

長
）
が
発
出
さ
れ
た
こ
と
を
受
け
、
給
食
に
係
る

経
費
を
授
業
料
（
保
育
料
）
に
含
め
て
徴
収
し
て

い
る
場
合
や
、
ス
ク
ー
ル
バ
ス
の
維
持
・
管
理
に

要
す
る
費
用
を
施
設
設
備
費
に
含
め
て
徴
収
し
て

い
る
場
合
に
は
、
消
費
税
は
非
課
税
と
な
る
こ
と

が
明
確
化
さ
れ
ま
し
た
。

個
人
が
、
重
要
文
化
財
を
、
国
、
地
方
公
共
団

体
、
固
立
文
化
財
機
構
、
国
立
美
術
館
ま
た
は
国

立
科
学
博
物
館
に
譲
渡
し
た
場
合
に
は
、
当
該
譲

渡
所
得
に
つ
い
て
、
所
碍
税
が
非
課
税
に
な
る
措

置
が
、
平
成
一
八
年
度
ま
で
の
時
限
措
置
と
し
て

講
じ
ら
れ
て
き
ま
し
た
が
、
今
回
の
改
正
に
よ
り
、
｀

こ
れ
が
恒
久
措
置
化
さ
れ
ま
し
た
。

ま
た
、
個
人
が
、
重
要
文
化
財
に
準
ず
る
文
化

財
を
、
国
、
国
立
文
化
財
機
構
、
国
立
美
術
館
ま

た
は
国
立
科
学
埠
物
館
に
譲
渡
し
た
場
合
に
は
、

平
成
一
八
年
度
ま
で
の
時
限
拮
置
と
し
て
、
当
該

譲
渡
所
得
の
二
分
の
一
が
控
除
さ
れ
て
ぎ
ま
し
た

が
、
今
匝
の
改
正
に
よ
り
、
適
用
貼
限
が
さ
ら
に

、
五
年
間
廷
長
さ
れ
ま
し
た
。

こ
れ
ら
の
優
遇
措
置
が
、
国
民
共
通
の
か
け
が

え
の
な
い
財
産
で
あ
る
重
要
文
化
財
等
が
国
等
に

円
滑
に
譲
渡
さ
れ
、
そ
の
散
逸
、
滅
失
を
防
ぐ
と

と
も
に
、
国
民
に
広
く
公
開
さ
れ
る
イ
ン
セ
ン
テ

イ
プ
と
な
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。
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